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央財政部の 2015 年の統計によると，2015 年度の公共サービスの民間委託への支出額は
3343 億 9000 万元（中央財政予算の 15.9％を占める）であり，2014 年度より 72.9％増加





















                                                   
1 張博，2017，「政府購買服務資金怎麼花？新増支出超 30％要交社会組織」『第一財経網』2017 年 1 月 5
日記事．http://finance.ifeng.com/a/20170105/15125479_0.shtml 2018 年 3 月 18 日取得． 
2 「政府采購信息網」は，中国財政部指定の唯一政府の購買事業を発信する公式サイトである． 










































                                                   
















                                                   
5厳密にいうと，上海の人口密度は 2415 万人／6300 平方 km，1 平方 km に 3833 人住んでいるのに対し，
寧夏回族自治区の人口密度は，630 万人／66400 平方 km，1 平方 km に 95 人しか住んでいない．そして
社会組織の業務分野にもよるが，詳しいデータは公開されておらず公開されているデータ上で言えること

































































































































































図序-2. 中国全国各省・直轄市の 1万人当たりの社会組織数と GDP（2016 年） 


























































































































































































































































占めている．2014 年には文献の数に急上昇が見られた（2013 年は 612 件，2014 年には 1260
件）．    
2014 年文献が急増した背景には，中央政府が下記 3 つの通達を公布したことがある．第
1 は，2013 年 9 月に国務院による購買サービスに関する初めての通達，『政府による社会的
勢力への購買サービス委託に関する指導見解』（原文『国務院弁公庁関与政府向社会力量購
買服務的指導意見』）である．これは中央政府のガイドラインとして，政策の方向性を示し
た公文書であった．第 2 の通達と第 3 のそれも実施する際の財源の問題にかかわるもので，
ともに中央財政部により交付された．2013 年 12 月の『政府の購買サービスに関する通知』




















点を指摘し，著者の政策提言を行う（単行本では馮 2015，呂 2015，喬・高 2015 など，単
10 
 




























                                                   


























































の道」は社会主義的なアプローチに近い．第三の道と言えば，一般的にイギリスの The Third 






















































































































































である（「包」に関する詳しい説明は第 2 章で述べる）． 
 






































































  図序-8. 本論の調査地域選出概念図（筆者作成） 
 
購買サービスの本質を探り，その仕組みや特徴を明らかにするため，以上 3 つの地域を
























以上の 2 つの課題を念頭に，本論の構成および各章の位置づけは以下の通りとする． 




第 1 章の最後には各地方政府の取組を概観する． 
 第 2 章は本論の枠組みを示す章である．第 1 章の中国の購買サービスの全体像を把握し
たうえで，伝統的な商慣習の「包」を取り上げる．そこで，「包」の秩序を代表する日本の




 中国の購買サービスの全体像を踏まえ，枠組みを提示したうえ，第 3 章から第 5 章は 3
つの地域を対象とする事例分析である． 






















































 表 1-1. 購買サービスの範囲（購買目録） 
出典：財政部・民政部・工商総局(2014 年 12 月 15 日) 
「政府購買服務管理弁法（暫行）」より筆者作成 
 







                                                   
14 優撫配置のことをさす．現役軍人，退役軍人およびその家族・遺族に対する優遇策であり，中国の社会












































2014 年 11 月 25 日に財政部は民政部と連携し『政府の購買サービス受託に対する社会組
織のサポート，ガバナンス』（原文：『関与支持和規範社会組織承接政府購買服務的通知』）














                                                                                                                                                     





 筆者が考えた 1 つの理由は，中国の高齢化と家族構成の変化である．『中国老齢産業発展
報告 2014』によれば，高齢化社会となった年数について，先進国と比較し (フランスが 115
年，スウェーデンが 85 年，イギリスが 80 年，アメリカが 60 年，ドイツが 40 年，日本が
24 年)，中国はわずか 18 年で急速に高齢化社会22に入ったという．民政部の『2016 年社会
サービス発展統計公報』（『2016 年社会服務発展統計公報』）によれば，2016 年の年末時点
の全国 60 歳以上の人口は 2 億 3086 万人，総人口の 16.7％を占め，そのうち 65 歳以上の
高齢者は 1 億 5003 万人で総人口の 10.8％を占めている．『2017－2022 年中国養老業界現
状分析及び投資戦略研究報告』（2016）によれば，2007 年から中国の 60 歳以上の人口数は
右上がりの傾向が続いており，2020 年には総人口の 17.2％を占めているのではないかと予
測されている(図 1-1)．さらに，全国老齢政策委員会，民政部，財政部の共同発表によると，
2016 年に中国の要介護高齢者は 4060 万人に達し，高齢人口の 18.3％を占めている23とのこ
とである． 
 
図 1-1. 2007－2020 年(予測)の中国 60 歳以上の人口数及び比率 
出典：智研諮訊（2016）『2017－2022 年中国養老業界現状分析及投資戦略研究報告』p.41 
 
一方，中国全国第 6 回人口調査24（人口普査 2010 年）によれば，2010 年に都市で暮ら
している夫婦のみの世帯は 21.03％，一人暮らし世帯は 17.03％である（1982 年ではそれぞ
れ 5.71％と 9.21％）．中国の「421 型」家族構造（夫婦 2 人で 4 人の親と 1 人の子どもの面
倒をみる25）では，両親の生活支援及び介護が必要となった場合においても，現実的にそれ
                                                   
22 ここでいう高齢化社会というのは，総人口に占めるおおむね 65 歳以上の老年人口（高齢者）が増大し
た社会のことをさす． 
23 出典：王思北，「我国失能半失能老人 4063 万，占老年人口近二成」『新華社』2016 年 10 月 9 日記事，
www.gov.cn/xinwen/2016-10/10/content_5116532.htm 2018 年 3 月 18 日取得． 
24 中国建国(1949 年)以来 1953 年，1964 年，1982 年，1990 年，2000 年と 2010 年に 6 回の人口調査を
行っている． 
25 中国では 2016 年に一人っ子政策を緩和し，「2 胎政策」（二人目の子どもを出産してよい）は始まった
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年から 2011 年の 9 年間に，中国の都市化率は毎年平均 1.35％の比率で増加した．2016 年，
都市の常住人口は 7 億 9298 万人であった．2015 年比で 2182 万人が増加した．それに対し



























る．広井・沈（2007）は 3 つの背景をあげている．第 1 に，家族や地縁コミュニティから
                                                                                                                                                     
のだが，計画出産衛生局のデータによれば，2010 年から 2015 年では，中国の全国の出生率はおおよそ 1.0

















次節では，委託側の 3 種類の社会組織の特質について述べる． 










いう社会組織は，さらに細かく 2 種類に分かれており，1 つは国務院(1998)の『社会団体登
記管理条例』に基づき登記された社会組織である．もう 1 つは『民政部による登記免除の
一部の社会団体についての条例 2012 年』（原文：『民政部関与部分団体免予社会団体登記有
関問題的通知』）であり，ここには 2 種類の特別団体が存在する．1 つは，中国人民政治協
商会議に参加する人民団体である．例を挙げると，中国全国総工会，中国共産主義青年団，
中華全国婦女連合会，中国科学技術協会，中華全国帰国華僑連合会，中華全国台湾同胞連






























































は常に別の言葉で代用していたのである．1990 年代から 2005 年あたりまでは「非政府」
の代わりに，「民間」という言葉を使い，「民間組織」と呼んだ．行政の民政部門には「民
間組織管理局」が設置され，法定 NGO の 3 種類（社会団体，民弁非企業単位，基金会）29
を中心に登記と管理を行っている．しかし，2005 年前後から政府の使う表現に変化が見ら
れた．「民間組織」の代わりに「社会組織」が一斉に使われるようになったのである．行政
                                                   
28 ここでいう「契約」とは，互いの利益を認識しあい，互いの利益増大のために行動の修正に合意する人々
の間で結ばれる協定である（Milgrom・Roberts1992=[1997]2000：135）． 
29 公式の分類方法では，国務院が 1998 年 10 月に公布した『民弁非企業単位登録管理暫定条例』，『社会団
体登録管理条例』，および 2000 年に公布した『基金会管理条例』という条例に従い，3 つの種類に分類す
ることができる．すなわち，会員制をとった自発的な組織である「社会団体」と，事業体として実際に企
業のような活動をおこなっていて自発的に組織された「民弁非企業単位」および NPO 活動を助成するた















「社会団体」は，1998 年 10 月 25 日公布の中華人民共和国国務院令第 250 号「社会団体
登録管理条例」によれば，会員の共同の願いを実現し，その定款に照らし活動を行うため
中国公民の自由意志によって結成された，民間非営利団体を指す． 









                                                   


























(1) 50 名以上の個人会員，あるいは 30 個以上の単位（企業）会員，または個人会員，単




(5) 資本金や経費の出所が合法であり，全国レベルの社会団体は 10 万元以上の活動資金，




































以上，地方レベル公募基金会については 400 万元以上，非公募基金会については 200 万元
以上の元金を貨幣資金として有することが要件となる（同条例第 8 条）． 
基金会センター(The China Foundation Center)33の統計によれば，基金会の所在地を見






                                                   
31「政社分離」とは，政府が社会組織に対して，人事権，財政権などのコントールから手を放し，社会組織
に一定の主導権を与えることである． 
322 つの条例とは，1993 年 2 月 13 日に公布した国務院の「中国教育改革と発展要項」（「中国教育改革和発
展綱要）と，1997 年 10 月 1 日にした「民間組織学校設立条例」（「社会力量弁学条例）である． 




表 1-3. 各地域基金会件数ランキング（2015 年） 
 
出典：基金会センター2015 年統計データおよび『中国城市統計年鑑 2015』より筆者作成 
http://www.foundationcenter.org.cn/about/about_cfc.shtml 2016 年 12 月 12 日取得． 
 
 『公益時報』（中国社会工作協会出版）2012 年 11 月 28 日の記事によれば，雲南省青少
年発展基金会の「心臓病を患う病児を救う，希望の心」プロジェクトは中央政府から 50 万
元の財政支援を得た．その 50 万元はもともと「2012 年中央財政による社会組織の社会サ
ービス参入推奨支援事業の項目評価」（2012 年中央財政支持社会組織参与社会服務項目評審）








た．もっとも資本金の多い基金会は「上海市慈善基金会」（資本金 4 億 6000 万元）である．
代表者は馮氏，現在上海市政協主席，上海市慈善基金会理事長を務めている．馮氏は上海
生まれ，中学校の教諭を経て，上海市奉賢県の書記に任命され，上海市委副秘書長を経て，
1996 年上海市の副市長となった．2009 年に全国経済社会理事会副主席，第 11 届全国政協
委員に選ばれ，現職に至る．続いて上海擁軍優属基金会（資本金 2 億 6000 万元），代表の
周氏は，経済学修士号を持ち，黄浦区財政貿易区庁 （財貿弁公室）副主任，区長，上海市
体改委党書記，上海市政府副秘書長，副市長を経て，2013 年 1 月に政協上海市第 12 届委
員会副主席，第 10，11，12 上海市人民大会代表に選ばれた．3 番目は「上海市大学生科学
順位 所在地 GRP（万元） 人口（万人） 一人当たりのGRP(万元）
1 広東省 731,207,891 10724 6.82
2 北京市 213,308,300 2152 9.91
3 江蘇省 668,142,400 7960 8.39
4 浙江省 404,716,652 5508 7.35
5 上海市 235,677,000 2426 9.71
6 福建省 240,356,030 3806 6.32
7 湖南省 276,273,254 6737 4.10
8 四川省 282,990,703 8140 3.48
9 河南省 347,630,935 9436 3.68



























































 まず「購買の主体」について，各地方政府において差は見られない．基本的に 2013 年に
公布された国務院の『意見』のように，委託側はいわゆる政府の各行政機構である． 
 「受託の主体」については，基本的に政府が認めた 3 つの社会組織(社会団体，民弁非企
業単位，基金会)及び，能力のある企業も受託可能である．ということは共通の認識である












                                                   















































































































































































                                                   
36 柏祐賢は 1907 年（明治 40 年）富山県の農村に生まれる．1993 年京都大学農学部卒業．その後，農林
省，京都大学の教授を経て，1978 年から京都産業大学学長に就任．2007 年逝去． 
37 加藤弘之は愛知県に生まれる．1979 年 3 月大阪外国語大学卒業，その後大阪外国語大学助手，神戸大学




























建国（1949 年）後，計画経済期を経て，その後の 1978 年の改革開放を経由し，今日に至
るまで中国経済秩序は著しく変貌を遂げてきたにもかかわらず，現在の中国経済の底層に
は歴史的な個性と制約が今なお温存されている． 





                                                   
38 『中国経済秩序個性論―中国経済の研究』は『柏祐賢著作集（全 25 巻）』（京都産業大学出版会，1985




































 表 2-1 柏祐賢の「包」から読み取るヨーロッパと中国の経済秩序の違い 














































































































 加藤（2003）は「包」の倫理規律に基づく契約・制度の理念型に対して 3 つの特徴があ
ることを柏の著作から導き出し提示した． 
 














































































































 2.1 と 2.2 で二人の日本人経済学者が論じた「包」の特質を紹介した．ここで，改めて「包」
の論理を整理する． 
 
















ている．1 つは，農家経営請負制度の導入である．もう 1 つは地方財政請負制度である．こ
の 2 つの「包」が中国の発展に好都合であると言及した． 
加藤の「包」の議論に対して，改革開放前期において，「包」の関係が復活したのは，「ロ
柏祐賢の「包」の特徴 加藤弘之の曖昧な制度として「包」の特徴 購買サービスにおける現代の「包」の特徴

















































     図 2-2. 計画経済期と市場経済期における「包」の概念図（筆者作成） 













































































































































































2015 年の上海市の GDP は 2 兆 4964 億 9900 万元であり前年度より 6.9％を増加した．
そのうち，第一次産業の比率が 0.44％，第二次産業が 31.81％，第三次産業が 67.76％で 7
割に近づいている．2015 年の上海市の常住人口は 2415 万人余り．人口の自然成長率は全
国都市平均より遥かに低く，マイナス 1.27％であった44(表 3-1)．上海市戸籍の常住人口は 




                                                   
44 ここでいう上海市の人口自然成長率は，上海戸籍人口の自然成長率である．出典：『上海統計年鑑 2016』
Web 版，www.stats-sh.gov.cn/tjnj/nj16.htm?d1=2016tjnj/C0203.htm 2018 年 5 月 17 日取得． 
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表 3-1.上海市の統計概要(2015 年度) 
 
















































上海 -1.27 0.44 31.81 67.76 251,234,500 103,796 2,415 3,809
都市平均 7.36 7.74 45.53 46.72 23,781,000 53,084
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表 3-4. 上海市，区レベルの「購買サービス」に関する公文書（2005－2013 年） 
 
筆者作成（網掛け部分は筆者による主な内容の日本語訳） 
                                                   
46 上海市統計局，『上海市統計年鑑 2017 年』http://www.stats-sh.gov.cn/html/sjfb/201801/1001529.html 
2018 年 5 月 1 日取得． 
2000年 2016年 2000年 2016年
浦東新区 64.53 963.75 524.06 1174.16
黄浦区 21.91 208.99 80.73 266.97
徐滙区 15.40 185.96 99.29 211.52
長寧区 13.74 150.80 85.50 150.44
静安区 11.00 229.71 71.43 345.40
普陀区 12.70 104.12 78.57 153.69
虹口区 14.20 108.57 74.52 137.27
楊浦区 11.52 118.98 82.65 147.69
閔行区 18.98 257.18 156.60 371.09
宝山区 16.17 141.62 114.43 250.63
嘉定区 13.33 227.34 112.84 310.64
金山区 8.16 86.60 70.98 170.17
松江区 12.12 163.98 103.55 236.65
青浦区 13.24 160.19 88.40 221.77
奉賢区 6.53 104.81 77.12 212.58




















































上海市の社会組織数の資料を提示する，図 3-1 に示したように，近年(2011 年～2015 年)
上海市の社会組織は年々増加傾向である． 
 
図 3-1. 上海市の社会組織数の推移（2011 年～2015 年）  (単位：件) 
出典：上海社会団体管理局より筆者作成 
 






                                                   















2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 
社会団体 民営非企業単位 基金会 社会組織全体 
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計 8826 件であった．しかし現時点(2017 年 7 月)このリストに掲載されている団体は 8708
件である．具体的に，上海市の市や各区に登録した社会組織の分類は上記の表 3-5 に示した
ように，市レベルで推薦している社会組織の業務範囲は「工商サービス」がもっとも多く，
332 件であった．続いて「科学研究」の 269 件であった．一方各区で異なる傾向が見られ
た．全体では「社会サービス」と「教育」の分野が多い． 
 









                                                   
48 『解放日報』は 1941 年 5 月 16 日創刊．管轄は，中央上海市委 (上海市委機関紙)．刊行量：55 万部
／日． 
『文匯報』は 1938 年 1 月 25 日創刊 (元々知識人より作られた新聞)．管轄は中央上海市委 (上海市委
機関紙)刊行量：上海市内：40 万部／日，北京：23 万部／日．江蘇，浙江，山東，河南，河北．世界に 14
か国記者拠点ある． 
『東方早報』は 2003 年 7 月 7 日創刊．管轄は上海市委広報部．財経総合日報である (主に長三角地区
その他 51 19 4 10 80 4 54 4 23 7 6 41 25 10 28 7 8 388
宗教 11 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 2 0 1 0 0 0 16
農業及び農村発展 10 0 0 0 0 0 0 0 1 0 5 40 9 0 1 12 3 81
科学研究 269 13 22 7 11 33 6 22 16 8 5 44 6 10 10 7 26 522
体育 72 27 28 26 26 28 17 38 35 20 34 48 41 24 25 18 33 542
職業・従業者組織 29 1 2 1 7 1 3 5 6 4 0 11 2 12 4 1 2 94
生態環境 19 2 1 5 3 1 1 0 6 1 1 9 12 4 1 3 1 70
教育 88 177 176 111 152 95 93 170 263 143 105 411 75 132 128 119 51 2516
社会サービス 166 121 216 168 248 165 81 204 236 113 128 519 92 190 105 107 128 3008
文化 173 25 50 34 22 18 18 18 22 9 14 101 15 16 13 13 19 583
工商サービス 332 9 12 6 8 7 3 7 11 13 16 74 25 11 24 13 11 589
衛生 39 4 11 12 11 3 14 14 16 10 3 33 9 2 9 2 6 200
国際・渉外組織 39 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 42
法律 11 2 4 6 6 1 1 5 4 2 0 11 1 1 0 2 1 57


















ビス（社区再建）という 3 つの要因があると考えられる． 
まず，公共サービスに対するニーズと密接に関わる事項として地域の年齢構成がある． 
表 3-7 は上海市の高齢者の人口推移を示している．上海市老齢科学研究センターの調査に
よれば，2015 年 12 月 31 日時点で，上海市戸籍を有する人口は 1443 万 6200 人，うち 60
歳以上の人口は 435 万 9500 人で，総人口の 30%を占めており，65 歳以上の総人口の 20%
を占め，70 歳以上は総人口の 13%を占めている．また 80 歳以上の高齢者は総人口の 5%を
占めている．さらに，一人暮らしの高齢者は 26 万 3900 人，このうち身寄りのない高齢者(親
                                                                                                                                                     
の経済動向を報道)．月曜～木曜：30 万部／日．金曜：35 万部／日．土，日曜：20 万部／日． 


















































戚，子どもとも無し)は 2 万 6100 人に及んだ．中国国家統計局の『2015 中国統計年鑑』に
よれば，2014 年年末まで，中国の総人口は 13 億 6782 万人であり，65 歳以上の人口は 1
億 3755 万人で，総人口の 10.1%を占めている．全国的な数値に比べると，上海市の高齢化
の深刻さはいうまでもない． 





http://www.shrca.org.cn/5764.html 2016 年 12 月 13 日取得． 
 
 ここで，上海の高齢者の公共サービスに対するニーズを確認する．国家統計局上海調査













海で 6 ヶ月以上住んでいることが条件）は 2415 万 2700 人で，このうち上海戸籍を有する




年 9 月 21 日取得 http://www.askci.com/news/201310/21/2117452334175.shtml．） 
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（2016 年度54と 2017 年度 7 月まで）の情報をみると，下記表 3-8 に示したように，この 1
年半の間，上海市各区で行った購買サービスの件数は合計 70 件であった． 




そのうち，楊浦区がもっとも多く 14 件であった．続いて閔行区と静安区がそれぞれ 11




                                                   
53上海市政府購買服務管理平台．2017 年 7 月 15 日取得
https://www.czj.sh.gov.cn/zfgmfw/login/LoginCtrl_login.do 

































y = 0.617x - 79.984 
























































2017 年 5 月 20 日の記事56によれば，上海交通委員会が 5 月 18 日に「公共車両優先システ
ムを導入してから，71 番バスの試行運転は当初の目標を達成し，4 月ピーク時の運転時間






                                                   
55 「中運量」バスとは，海外では（bus rapid transit） BRT と呼ばれ，鉄道の軌道を舗装して，バス専
用道を作り，定時で速い運行を可能とするバス高速輸送システムの略である． 
56 何穎晗，「掲秘上海中運量公交 71 路提速：智能化系統巧妙給緑灯」『澎湃新聞』2017 年 5 月 20 日，




資料 3－1（写真）上海市 71 番バスの車両優先システム 
出典：何穎晗，「掲秘上海中運量公交 71 路提速：智能化系統巧妙給緑灯」『澎湃新聞』 


































出典：『新聞晨報』2017 年 7 月 4 日58 
 
公安局によれば，この電子掲示板は朝と夕方の通勤時刻帯にそれぞれ 1 時間ほど公開さ
れ，違法者の「出頭」を求めている．「出頭」し 20 元(約 346 円59)の罰金を支払うことによ
り，翌日この画面から消される．中国の『交通安全法』では，交通ルールに反するものに
対し，5 元(約 86 円)以上 50 元(約 860 円)以下の罰金を課す，と明記してあることから，罰
金を課すことはいうまでもない． 
                                                   
57 上海市人民政府，2017 年 7 月 4 日，「上海試点〝人像識別“抓拍行人違法闖紅灯 首套設備己抓拍 300
余違法行為」http://www.shanghai.gov.cn/nw2/nw2314/nw2315/nw17239/nw17240/u21aw1240705.html 
2017 年 8 月 17 日取得． 
58 張佳琪，「滬試点探頭抓拍行人闖紅灯」『新聞晨報』2017 年 7 月 4 日，（2017 年 8 月 17 日取得 
http://sh.sina.com.cn/news/m/2017-07-04/detail-ifyhrxsk1677463.shtml）． 

















図 3-3．上海市外来人口の比率  （単位：％） 








                                                   
60 『上海市統計年鑑 2016』，上海統計局






27% 27% 26% 25% 25% 











とくに町整備，ごみ処理，環境づくりの項目にそれぞれ 1 件につき 100 万元以上の委託予
算を出している．委託側は「閔行区緑化と景観管理局」と「閔行区水務局」の 2 箇所のみ
であった(表 3-11)． 







件中 6 件であった． 











                                                   
61 外来人口の少ない「虹口区」は 4 件のデータしかないため，今回は比較対象から外した． 
62 「街道」とは，直轄市管轄下の出先機関である． 
委託側 サービスの分類 サービスの内容 委託金額(万元） 受託側 委託内容
閔行区緑化と景観管理局 1 社会調査と分析研究 60 非公開 屋外広告設置管理
閔行区緑化と景観管理局 1 社会調査と分析研究 100 非公開 町景観環境管理
閔行区緑化と景観管理局 1 社会調査と分析研究 120 非公開 環境管理補助
閔行区緑化と景観管理局 1 社会調査と分析研究 80 非公開 廃棄物の処理
閔行区緑化と景観管理局 1 社会調査と分析研究 150 非公開 ごみの分類推進
閔行区水務局 1 専門性企画研究 108 非公開 川の環境整理
閔行区水務局 1 専門性企画研究 130 非公開 雨水活用
閔行区水務局 1 専門性企画研究 30 非公開 下水泥の減量
閔行区水務局 1 専門性企画研究 20 非公開 ダム管理
閔行区水務局 1 専門性企画研究 37.3 非公開 雨水活用









宝山路街道 1 在宅介護業務 68.8 民弁非企業単位 高齢者在宅介護サービス
静安区民政局 1 介護施設運営 124.4 民弁非企業単位 高齢者介護施設運営管理評価
静安区商務委員会 1 在宅介護業務 45 社会団体 高齢者のニーズ把握
臨汾街道 1 都市管理補助業務 32 企業 町景観、清掃
静安寺街道 1 ホワイトカラー対象サービス 49 民弁非企業単位 ホワイトカラー対象のサービス
彭浦新村街道 1 都市管理補助業務 115 非公開 ネットワーク管理システム
静安区精神衛生センター 1 高齢者健康管理 30.2 社会団体 認知症高齢者の早期干与
芷江西路街道 2 社区管理 35 民弁非企業単位 社区(コミュニティ）建設
大寧路街道 2 知恵型社区建設 31.7 企業 Wechatで宣伝活動
南京西路街道 2 法律援助、政策宣伝 33.3 民弁非企業単位 法律相談













定することはできない．筆者は 2016 年 12 月 31 日に上海市内において，比較的長期間(数
十年)居住している住民（老上海人）が多く，市内でも「先進社区」（模範的なコミュニティ）
として定評のある「徐匯の C 街道」を選び，訪問した．そして居民委員会担当職員 Z 氏(60
代女性)に対し，ヒアリング調査を行った． 
徐匯区の C 街道は徐匯区の中部に位置し，総面積 5.26 平方キロ地域と総人口 11 万 4700




テーションをはじめ，地下鉄 1 号線，3 号線，12 号線，15 号線など交通の利便性，また大
型住宅区，商業区であり，上海市文明社区，平安社区（暴力団のない街），上海市親孝行模
範地域，全国社区教育模範街道などの称号もある． 
















楊浦区民政局 1 退官軍人の職業訓練 47 民弁非企業単位 退官軍人の職業訓練
楊浦区民政局 1 ソーシャルワーカー人材育成 31 社会団体 ソーシャルワーカー人材育成
楊浦区民政局 1 ソーシャルワーカー人材育成 35 社会団体 ソーシャルワーカー人材育成
楊浦区緑化と市容管理局 1 都市管理補助業務 100 企業 屋外広告設置管理
楊浦区民政局 1 知恵型社区建設 48 民弁非企業単位 社区管理ソフト開発
楊浦区科学技術委員会 1 情報管理プロジェクト 175 企業 区のネットワーク安全保障
楊浦区科学技術委員会 1 情報管理プロジェクト 48 企業 区のネットワーク安全保障
楊浦区民政局 1 高齢者能力評価 96 企業 高齢者能力評価
楊浦区建設と管理委員会 1 都市管理補助業務 30 事業単位 建築消耗観測システム維持
楊浦区都市管理行政執法局 1 標準評価補助業務 30 企業 町管理社会満足度測定
楊浦区科学技術委員会 1 資産評価業務 40 企業 張江専門資金工作経費
楊浦区科学技術委員会 1 情報管理プロジェクト 148 企業 パソコン室の維持
楊浦区民政局 1 高齢者リハビリ活動 24 民弁非企業単位 電話による高齢者相談




















































 筆者は，上海市の購買サービスの現状を確認するため 2016 年 3 月 27 日から 3 月 31
日の 5 日間，上海市各区政府から委託された上海市の社会組織 4 箇所と委託側である障害
者連合会63を訪ねた64．訪問先の社会組織の属性は表 3-15 に示したとおりである．障害者連















(1) 上海 Y 社区青少年事務センター・Y 工作 
ステーション（W 街道社工点に訪問） 
始めの訪問は，上海 Y 社区青少年事務センター・Y 工作ステーションである．この青少






















名称 上海Y社区青少年事務センター 上海J家庭発展サービスセンター 上海C区心理カウンセラー協会 上海Jボランティアサービスセンター
民間組織の分類 民弁非企業単位 民弁非企業単位 社会団体 民弁非企業単位
業務主管部門 共青団上海市委員会 楊浦区人民政府五角場街道 長寧区科学技術委員会 浦東新区民政局
設立日 2004年1月16日 2015年12月25日 2011年11月19日 2008年5月15日
資本金 10万元 5万元 3万元 10万元

























仕事の量について L 氏は，下記のような事も語った． 
 






(3) C 区心理カウンセリング協会 
（C 区心理諮尋協会） 
                                                   
69 国家 2 級心理カウンセラーは，中国の人力資源部と社会保障部が認可した国家資格である． 
74 
 
次に理事長 L 氏の紹介で，筆者は C 区心理カウンセリング協会 C 区 Z 社区衛生サービス
センター（Z 街道社区衛生服務中心）を尋ねた．L 氏と同じく国家 2 級心理カウンセラーの


















上海では出稼ぎ労働者が総人口の 3 分の 1 を占める．彼らもこれらのサービスの恩恵を受
けられるのかとの疑問から，次に尋ねたのは，比較的多くの出稼ぎ労働者が居住している J
地区，J 志願者サービスセンターである．このセンターは 2001 年に復旦大学の学生がボラ
ンティアで出稼ぎ労働者の農民工子女に課外活動を教える教育隊（J 支教隊）を設立したこ










入は 7132 元／月である70）． 
対象となった子どもたちは，近所の T 鎮小学校（3 年生から）と，T 鎮中学校の児童，生
徒がほとんどで，2009 年では 3 人であったのに対し，子どもたち自身を中心とした情報の











                                                   






(5) T 鎮障害者総合サービスセンター 
 最後に同じ郊外の「T 鎮」にある障害者総合サービスセンターを訪問した．このセンタ
ーは，浦東新区民政局が 38 万元を出資し，4 年前の 2012 年に設立した．現時点（2016 年
























間委託の資金源は主に 3 つである71．1 つ目は，専門項目資金（民間委託事業向けの専用資
金）である．例えば，閔行区，虹口区，松江区にはそれぞれ専門項目資金が設置されてい
る．劉振国・王一鳴（2012）72によれば，静安区は 2015 年 8 月 4 日に「社会組織発展専門
項目資金管理法」（「社会組織発展専項資金管理弁法」）を公布し，年間 1500 万元の資金を
用意した（この資金は社会組織発展促進のための専門資金である）．次に，財政予算資金が
ある．例えば，閔行区は 2012 年度に民間委託用の財政予算資金 2 億 3000 万元を投入した．





72 劉振国・王一鳴，2012，「上海市政府向社会組織購買服務調研報告」上海社会組織網（2016 年 10 月




府（塘橋街道）が 2011 年に民間委託に使った資金は 1200 万元に上った．最後は宝くじ公















































































































































力のある 40 代女性と 50 代男性のことをさす．そこで末端政府の「街道」が考えたのは「一
石二鳥」の方策であった．それは，「街道」がデイーサービスの施設を作り，購買サービス
という形式で，社会組織に高齢者のデイケア事業を委託し，そして社会組織に「4050」の
人を雇用させ，デイーケアセンターで働かせる．そして利用者は毎月 100 元から 300 元
（1500 円から 4500 円／月）ほどの低料金を払えば利用できるという「雇用」と「低収入
の高齢者介護サービス」両方実現する方法である．今回問題を起こした社会組織がサービ
ス提供をしているセンターでは月に 21 名の高齢者が通っており，「街道」から雇用させら
れた「4050」のスタッフは 2 名，あとは他の団体から 1 名の非常勤スタッフ，自身の団体
の専属スタッフたった 1 人で構成されていた．問題が起きた日に，当番に当たったのは





月 1800 元（2 万 7000 円）ほどであった．社会組織で就職できれば，本人にとっても，「街
道」にとっても有益なことである．しかしなから，現実に一番困っているのは社会組織と
                                                   
73 王燁捷，「上海一些養老服務商陥入政府購買服務困局」2015 年 1 月 26 日『中国青年報』， 



























































































図 4-1 に示したとおり，1992 年より戸籍人口と非戸籍人口の差が開いてきた．2015 年の時
点では戸籍人口が 354 万 9900 人に対し，非戸籍人口はその倍以上の 782 万 8800 人であっ
た． 
 



























































































出典：『深セン市統計年鑑 2016』Web 版74より筆者作成 
 
また，深セン市における産業別 GDP では，第 2 次産業，とくに第 3 次産業が近年著しい
成長を見せている（図 4-2）．一人当たりの GDP も図 4-3 に示したように，右上がりの傾向
である． 
 
図 4-2. 深セン市産業別 GDP の推移 
出典：『深セン市統計年鑑 2016』Web 版より筆者作成 
 
図 4-3. 一人当たりの GDP（元／人） 
                                                   
74 『深セン市統計年鑑 2016』Web 版，深セン市統計局 
http://www.sztj.gov.cn/xxgk/tjsj/tjnj/201701/W020170120506125327799.pdf 2017 年 12
































































































































出典：『深セン市統計年鑑 2016』Web 版より筆者作成 
さらに，中国全国的で比較的に豊かな北京や上海に比べて，深セン市の一人当たり域内
総生産の値が高い（表 4-1）．そして，各区の基本情報は表 4-2 に示した通りである． 
経済的に豊かで移民都市である深センを取り上げることは意義があると考える． 
 
表 4-1. 域内総生産と一人当たり域内総生産(2015 年)（3 都市の比較） 
 
出典：『城市統計年鑑 2016』pp.105-106,109 より筆者作成 
 
表 4-2. 深セン市各区の基本情報 
 































福田区 10 115 78.66 89.01 55.06 18,315 37,155,228
羅湖区 10 115 78.75 57.31 40.26 12,389 17,275,004
塩田区 4 23 74.91 6.20 15.82 2,952 26,416,174
南山区 8 105 187.47 75.59 53.52 6,887 32,561,471
新宝安区 6 138 396.64 43.68 242.66 7,219 26,366,531
新龍崗区 8 119 388.59 47.72 157.52 5,282 4,864,379
光明新区 2 28 155.44 6.18 46.94 3,417 4,580,534
坪山新区 2 30 165.94 5.15 30.46 2,146 6,709,285
龍華新区 6 100 175.58 20.29 130.86 8,609 16,377,110





 『深セン特区報』75の記事によれば，深セン市は 1999 年，中国国内でも比較的早い時期
にすでに政府の購買サービス領域の模索を始めた．当時，羅湖区が 367 万平方メートルの
市政道路の清掃事業を「羅湖環境衛生会社（公司）」と「日新会社（公司）」に委託した．
委託の単価は 1 平方メートル 3.6 元，区の都市管理機構（城管弁）が事業に対する監督検査
を行う仕組みである．政府が直接清掃事業を行う場合，すなわち都市管理機構傘下の環境
衛生局に単価 1 平方メートル 4.9 元を支払い，さらに人件費も加算すると，1 平方メートル
の単価は 17.8 元に上り，およそ外部委託の 5 倍ほどの高値だった． 
また，区教育局は学校の教員送り迎え用の運送班を所持している．人件費や車の維持費
は毎年 130 万元ほど掛かる．コスト高であるにもかかわらず，利用率が低いのでは割に合
わない．そこで 2000 年に区が公開入札（Open Tendering）を行った．ある民間運送会社
が入札し，最終的に年間 60 万元の値段で契約が成立した．その後，政府の購買サービスは
徐々に政府の建物管理，病院の後方勤務のサポート，政府投資プロジェクトの評価，会計
審査など多方面に拡大した．1999 年政府の購買サービスのための費用は 8000 万元，政府















領域で働くソーシャルワーカーの職場を一人当たり年間 6 万元で買い取った． 
 深セン市がソーシャルワークの購買サービスに力をいれている理由は何であろうか． 
その背景は次の通りである．2006 年 12 月に中国全国民政分野のソーシャルワーカーの
人材推進会議が深セン市で行われた．当時の民政部部長李学挙がソーシャルワーカーの推
                                                   
75文政，「政府購買公共服務的制度創新―対羅湖区在政府購買公共服務方面探索実践的思考」，『深圳特区報』
2014 年 4 月 30 日． 
89 
 
進業務を深セン市政府に託した．そして 2007 年 1 月に市副書記や副市長らをはじめ，専門
家を集め，深セン市市政府がソーシャルワーカー人材育成科研調査班を設立した．易（2009）
によれば，2007 年 4 月から 5 月に，深セン市南山区が 100 名のソーシャルワーカーを雇用
し，各街道やソーシャルワーカーステーションに派遣した．2007 年 7 月に，深セン市民政
局が民政関係の 11 カ所の部門に 33 個のポストを設置し，「鵬星ソーシャルワーカーサービ
スセンター」と「社連ソーシャルワーカーサービスセンター」の 2 件の民間ソーシャルワ
ーカー機構を育成し，1 職（1 つの仕事の勤め口）毎年 6 万元の資金で購入した．そして 2007
年 10 月に深セン市婦女連合会のプロジェクト「サンシャインママ」76から「鵬星ソーシャ
ルワーカーサービスセンター」から 10 名のソーシャルワーカーを購入した． 






会の毎年活動経費は 2 億香港ドル，その 66.2％は政府購買サービスからの資金である． 
2008年深セン市政府も宝くじの公益金から 1970万元の資金を購買サービスに投入した．
おもに民政，教育，司法，障害者の 4 つの領域に 40 から 50 件のソーシャルワーカーのポ
ストを設置，2008 年年末にはさらに 65 件の職を増やし，高齢者サービス，青少年サービ
ス，法律援助，家政サービス，覚せい剤取締の分野まで拡大した．2009 年にはソーシャル
ワーカーの職は 200 件余りに増えていき，民間のソーシャルワーカーの育成機構も 31 件に
上った（易 2009：18）． 
2009 年 11 月には，深セン市は中央政府から「全国ソーシャルワーク（社会工作）試点
模範都市」と称され，2015 年深セン市民政局の統計によれば，2007 年の時点では，市のソ
ーシャルワーカーがわずか 96 名だったのに対し，2015 年 4 月の時点では，深セン市の専
属ソーシャルワーカーは 4531 人にも上り，8 年前と比較し 50 倍に増加したという．深セ
ン市ソーシャルワーカー協会の『2014 年深セン市ソーシャルワーカー年度報告』（原文：
『2014 年深圳市社工行業年度数据報告』によれば，深セン市のソーシャルワーカーの平均
年齢は 27.1 歳で，大卒以上の学歴は 62％であった． 
 
さらに，下記の表 4-3 に示したように，2016 年 1 月から 6 月まで半年間で，深セン市政
府から民間ソーシャルワークサービスセンターに 288 件の購買サービスを行った（ソーシ
ャルワーカーサービスセンターに委託し，センターからスタッフを求人側に派遣する仕組
み）．その分野は，教育，禁毒，民政，司法および医療，総合領域の 5 分野に分けている． 










2017 年 11 月 1 日取得． 
深セン市各区のソーシャルワーカーを派遣するソーシャルワーク機構の分布は表 4-4 に
示した通りである． 
表 4-4. 深セン市各区のソーシャルワーク機構件数 
 
出典：「深センソーシャルワーカーオフィシャルサイト」より筆者作成 
http://www.szswa.org/index/org/  2017 年 11 月 1 日取得． 
番号 分野 求人数 求人側 直談判対象











4 16 市禁毒オフィス（羅湖、南山、光明） 深セン市志遠ソーシャルワークサービスステーション
5 13 市禁毒オフィス（塩田、龍崗、坪山） 深セン市龍崗彩虹ソーシャルワークサービスステーション
6 21 市福祉センター 深セン市龍崗区至誠ソーシャルワークサービスセンター




9 9 市司法局：9 深セン市潤鵬ソーシャルワークサービスセンター
10 12 市司法局：9、法律普及オフィス：3 深セン市春雨ソーシャルワークサービスセンター
11 11 各病院 深セン慈善公益網
12 10 各病院、救急センター 深セン市龍華新区啓明星ソーシャルワークサービスセンター
13 11 障害者連合会 深セン慈善公益網
14 9 市青年団：8、市政府：1 深セン市安瀾ソーシャルワークサービスセンター
15 10 市衛生計画生育委員会 深セン市東西方ソーシャルワークサービスセンター
16 9 市赤十字 深セン市融雪盛平ソーシャルワークサービスセンター
市衛生監督局：7
市職業病予防センター：2
18 9 市社会保障局 深セン市志遠ソーシャルワークサービスステーション
19 10 各市行政局 深セン市新時代ソーシャルワークサービスセンター
20 8 市総合ガバナンスオフィス 深セン市潤鵬ソーシャルワークサービスセンター
21 8 市総合ガバナンスオフィス 深セン市温馨ソーシャルワークサービスセンター
22 7 市ソーシャルワーク委員会など 深セン市龍崗区至誠ソーシャルワークサービスセンター





































ン」を例にすると，2007 年 12 月 29 日に設立され，スタッフの数が 500 名を超える．深セ







2017 年 11 月 1 日取得． 
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『深セン特区報』2015 年 5 月 6 日の記事77によれば，深セン市民政局長の杜鵬氏が深セ
ン市においてのソーシャルワークサービスは，職（勤め口）の購買，サービスの委託，社







年にはピークの 22.20％に達し，業界の 20％の警戒線を超えた．2015 年は 8 年越しで初め
て流出が減り，それでも 18.8%を占めている．2016 年から市政府はソーシャルワーカーの
給料を一人当たり 9 万 3000 元／年という水準に引き上げる方針である． 
 確かに，2015 年の深セン市統計年鑑を見てみると，各業界を比較した場合，2015 年の時
点では市平均収入より低い水準に位置している． 
表 4-5．深セン市業界別平均収入(2015 年) 
 










                                                   
77 宋小鯨，「深圳社工為全国社工発展提供経験」『深圳特区報』2015 年 5 月 6 日，
http://www.huatu.com/2015/0506/1220851.html 2017 年 11 月 1 日取得． 
78 林園，「深圳社工流失率：八年首次下降」『羊城晩報』2016 年 2 月 23 日， 
http://finance.eastmoney.com/news/1350,20160223597098031.html  2017 年 11 月 1 日取得． 
79 李榕，「深圳多家社工機構被指拖欠工資」『南方都市報』2013 年 12 月 27 日， 






























 筆者は 2017 年 3 月 20 日に，まず深セン市障害者連合会を訪ねた． 
 
資料 4-2（写真）深セン市障害者連合会 ロビー（2017 年 3 月 20 日に撮影） 
 ロビーの写真にあるように，こちらの障害者連合会は，「障害者の就業サービス」（写真
の一番右側の看板），「器具の補助サービス」（写真の真ん中の看板），「リハビリ」（写真の




 その 3 本柱の事業の背景には，中央政府の障害者連合への期待がある．『中国政府采購報』








育成し，政府の購買サービスの主力軍に成長するようと力をいれる，という 4 点である． 







 第 2 は，障害者連合会から実施している購買サービスについて，まず項目（プロジェク
ト）を申請→項目（プロジェクト）を評価→予算に入れる→公開入札，という流れである．
購買サービスの受け皿は，「民弁非企業単位」が最も多いという． 
 第 3 は，連合会の購買サービスの利用可能対象（受益者）は，戸籍人口が少ない，常住
人口が比較的多い．残念ながら流動人口は利用できない． 











                                                   
80 薛源，「政府購買：譲残疾人享受更優服務」『中国政府采購報』2014 年 5 月 28 日， 













推進残疾人小康進程的意見』）を公布し，2015 年の時点では中国において 8500 万の障害者







その問いを念頭に，筆者が 2017 年 3 月 21 日に知的障害者の就労支援を実施している「喜
憝児洗車センター」を訪ねた． 
 この洗車センターは 2015 年 6 月 25 日に深セン市民政局に登録，設立された．創立者の
曹氏自身も自閉症の息子を持っている． 
  









 当センターでは現在（2017 年 3 月の時点）では，知的障害者 16 名（のち 3 級知的障害
者 4 名，2 級知的障害者 10 名，1 級知的障害者 2 名）が働いている．彼らの月給は 2030
元である．2015 年 8 月 8 日開業以来 2016 年 8 月 8 日までの一年間で累計 1 万 1869 台の
車を洗ったという． 
 
































ター」に訪問した（2017 年 3 月 21 日）． 
 当該センターは 1992 年財政部出資で設立された事業単位であり，当初は「深セン市聴覚
障害児リハビリセンター」として設立された．2002 年 1 月には現在の名称「深セン市特殊
需要児童早期干与センター」に改名した．現在 62 名の教職員が在籍している． 
 １クラスの定員は 12 名で，現在 3 クラスを有している．年少組クラスは１歳から 2 歳半
までの障害児を対象に，親子教室を開いている．年長組クラスは定員 12 名の園児に対し，
2 人の専属教諭と 1 人の保育士を常駐している．センターで勤務している教諭は仕事に従事









































































育局が 2016 年 7 月に公布した『深セン市公立小中学校の教育サービスの委託実施方法』（原
文：『深圳市公弁中小学購買教育服務実施弁法』）によれば，2019 年 9 月 1 日より，深セン
市財政部は公立小中学校において，臨時講師（非常勤）を新たに雇用することを禁止する．
その代りに，購買サービスという形で社会から非常勤講師を雇用するとした．『南方都市報』











                                                   
82張小玲，「深圳招用臨聘教師将成為歴史 実施購買教育服務」『南方都市報』2016 年 8 月 7 日， 









































第 5 章  安徽省の政府購買サービスと「包」 
  



























                                                   
83 『中国統計年鑑 2017』によれば，2016 年の「1 人当たりの GDP」上海市は 11 万 6562 元で，深セン
市が属する広東省は 7 万 4016 万元で，安徽省は 3 万 9561 元である． 





図 5-1 は中国全土を示すが，その東南部，楊子江の下流に位置するのが安徽省である． 
       
      
図 5-1．安徽省の地理的位置            図 5-2．中部六省の拡大図 
出典：中国国家観光局大阪駐在事務所公式サイト 
http://www.cnta-osaka.jp/guide/map2017 年 7 月 6 日アクセス 
 
 2004 年 3 月，全国人民大会の政府工作報告で温家宝総理（当時）は，経済発展の停滞が







京まで 1 時間，上海まで 4 時間という好立地条件にあり，華東・華北・華南・中西部地域
の中継地点として地理上の位置が強みである．さらに，発展著しい長江デルタ地帯の背後
地としても注目を集めている中部地方の省でもある．安徽省統計局統計公報 2017 年の統計
84によれば，2016 年年末安徽省の常住人口は 6195 万 5000 人（都市人口 51.99％，農村人
口は 48.01％），就業者数は 4361 万 6000 人である．同省の GDP（2016 年）は，2 兆 4117
億 9000 万元で前年度（2015 年）より 8.7％増えた（全国で第 13 位，全国の GDP の 3.2％
                                                   
84 安徽省統計局，2017，「2016 年安徽省人口変動抽様調査主要数拠公報」，「安徽省 2016 年国民経済和社
会発展統計公報」http://www.ahtjj.gov.cn/tjjweb/web/index.jsp?_index=0 
2018 年 1 月 27 日取得． 
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を占めている）（図 5-3 安徽省の GDP2007-2016 年）．長江デルタ地区の上海市（6.8％増），
江蘇省（7.8％増），浙江省（7.5％増）と比較してもその伸び率が大きい． 
 
図 5-3．安徽省の GDP（2007-2016 年）（単位：億元） 
出典：国家統計局データバンクより筆者作成 
http://data.stats.gov.cn/ks.htm?cn=E0103&zb=A0101&reg=340000 
2018 年 1 月 27 日取得． 
 














                                                   
85安徽省を対象とする購買サービスの先行研究は数点しかない．例を挙げると呉（2015）（修士論文）や魏
（2015），劉（2014），夏・葉（2016）らである（学術誌に掲載されたのだが，数ページのみである）． 
y = 1951.2x + 5032.2 

























象としたのは 10 の市であった（表 5-１）． 
表 5-1．調査地域と件数   （単位：件数） 
 
アンケート対象団体の属性について，表 5-2 に示した通り，政府から購買サービスを受託




                                                   
86 中国の行政区分は，1997 年以降，省級（第 1 級行政区），地級（第 2 級行政区），県級（第 3 級行政区），
郷級（第 4 級行政区）の 4 段階制度である． 
87 社会団体に関しては，2011 年の公開データでは，省レベルの社会団体が 894 件，市レベルでは 3358 件，
県レベルでは 6248 件であった．一方，民弁非企業単位の 2010 年のデータでは，省レベルでは 160 件，市


















































基金会 企業 その他 計
受託経験無 41 21 1 1 0 64
受託経験有 47 86 1 3 4 141
出資金 0% 10%台 20%台 30%台 40%台 50%台 60％台 70％台 80%台 100%
政府出資 84.9% 1.0% 1.0% 0.5% 0.0% 1.5% 0.0% 0.0% 1.5% 9.8%
自己資金 52.2% 1.0% 2.0% 0.0% 1.0% 1.0% 0.0% 1.5% 0.5% 41.0%




託経験有りの団体が内部選出による代表選出が多く，84 件で 41％を占めている． 


















 第 3 章の上海の事例，第 4 章の深センの事例からも，政府との良好な信頼関係により団
体の事務所の無償貸与を政府が行うという．安徽省のアンケート調査では，受託の有無に
かかわらず，団体所有あるいは賃貸のオフィスで活動をしている組織が多い．また，受託
件数 ％ 件数 ％
政府から 1 0.5% 6 2.9%
内部選挙 50 24.4% 84 41.0%
団体推薦、主管部門許可 7 3.4% 32 15.6%
主管部門推薦、団体許可 3 1.5% 8 3.9%
その他 3 1.5% 11 5.4%




















































受託経験無 14.1% 54.7% 18.8% 4.7% 1.6% 6.3% 100.0%

















たところ，高齢者サービスや公共教育，児童福祉サービスが上位の 3 つにあげられた． 
安徽省の高齢化の進行について「安徽省老齢事業発展報告」（2016）によれば，2000 年
と 2010 年安徽省の 65 歳以上の高齢人口はそれぞれ総人口の 7.45％と 10.18％であった．
安徽省政府もこの高齢化の進化に危惧している．安徽省財政庁長の羅建国が 2017 年 1 月










方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 1 号），「その性質又は目的が競争入札に適しない契
約をするとき」（施行令第 167 条の 2 第 1 項第 2 号）「その性質又は目的が競争入札に適し
ない契約をするとき」（施行令第 167 条の 2 第 1 項第 2 号），と明確に条例91によって決め
られている．   
 






90羅建国，2017，「関与安徽省 2016 年予算執行状況和 2017 年予算草案的報告」
http://www.ahcz.gov.cn/portal/zwgk/cwyjs/czysbg/1486586556630967.htm 




2018 年 1 月 28 日取得． 
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構に登録している社会団体は 1870 件，民弁非企業単位は 2469 件，非公募基金会は 7 件あ


















 まず，スタッフの勤務形態は，専属スタッフが 10 人以下の団体がもっとも多く 126







表 5-10．社会組織のスタッフの属性（全国と安徽省 2014 年の比較） 
 
出典：『中国社会組織年鑑 2015 年』pp．842-843 
 
本論のアンケート調査結果に戻る．有資格者のスタッフの割合について，有資格者が在
籍していない（回答が 0 人）団体が計 118 件で全体の 57.6％を占めている．続いて団体の




また，スタッフの給料について，月 2000 元台，3000 元台で働いているスタッフがもっ
とも多く，それぞれ 65 件（31.7％）と 59 件（28.8％）であった．スタッフが無給の団体
も 30 件（14.7％）を占めている．つまり月 4000 元以下で働いているスタッフを有してい








全国 606,048 6,822,623 2,003,785 29% 1,304,048 19% 887,693 13%









均年収は 5 万 9102 元（月 4925 元），国営企業職員の平均年収は 6 万 6210 元（月 5518 元），





























                                                   
93 安徽省統計局，2017，「2016 年安徽省城鎮非私営単位就業人員年平均工資 5 万 9102 元」， 
http://www.ahtjj.gov.cn/tjjweb/web/info_view.jsp?strId=1496277617559891 
2017 年 1 月 21 日取得． 
94 2013 年に中央政府（国務院）が購買サービスを推進するという通知を公布し，それから全国各地が模索





まず，インタビュー対象者は下記の表 5-11 に示した通りである． 
表 5-11. インタビュー対象者一覧 
 



























































すなわち年に 1 回，2 つのブランド活動を提供する，1 つは『高齢者のクイズ大会』(知識
運動会)，もう 1 つは高齢者の歌コンテストです．この組織は 2009 年に設立しました．こ





















 主な対象者は以下の 3 種類の人，①回流農民工②退官した軍人③在職の技術者，海外か
らの帰国者，です．それらの人たちに創業のノウハウを伝授し，創業手続きの手伝い，資
本金の援助を行っています． 
 活動資金は，政府の購買サービスの収入が 60％，企業の寄付が 40％です．多くの講師は





 「2 種類の政府の購買サービスを受託しています．1 つは，2 つの街道と協働し，『文化養
老』（高齢者のカルチャーセンター）というプロジェクトです．おもな受益者は社区に住ん
でいる 70 歳以上で一人暮らしの高齢者です．今年のプロジェクトの名前は『情暖夕日』で，
社区内 50 名の高齢者にサービスを提供しています． 
 もう 1 つの購買サービスは，ソーシャルワーカーの仕事を購入することです．政府から








ビリサービス，1 日の受益者（利用者）は平均 60 名です．その購買サービスの金額には，
ソーシャルワーカーのスタッフの収入，活動経費が含まれています．2 人のソーシャルワー
カーの給与は 16 万 6000 元／年／2 人です． 
他は，小学生向けの科学教育の活動『創課空間』です．3 年生から 5 年生は，様々な工作
を教えています．6 年生以上は機械系工作を教えています．受益者である小学生の参加費用
は無料です．政府の購買サービスの一つの項目ですから，講師は科学技術大学の大学院生
か，科学技術に関わる在職者(大卒以上)です，謝金は一人 300～400 元／90 分です．今のと





は 9 名のソーシャルワーカーの職を購入しましたが，今年はもうすぐ 10 名になります． 
うちの昨年の収入は 400 万元あまり，そのうち政府購買サービスが 92％，企業の寄付は
8％です．仕事は主に街道，社区の高齢者，児童生徒へのサービス提供，また社区治理（社





ーカー），の 2 種類であることが明らかとなった． 
 安徽政府が就業問題に力を入れている理由に対して，T 氏は以下のように語った． 























































 「私自身も安徽省の出身です．1993 年から 98 年は交通局の公務員であり，交通違反取
締りの仕事をしていました．98 年に温州に行き（下海），温州で 6 年の下積み時代を経て，





















れました．2 年間ドイツの企業の総経理として仕事をし，2014 年 8 月に定年退職しました．
































































ったため，去年は 600 万元の損失を出しました． 
居家養老（在宅介護）のもっとも困難な部分は，高齢者の健康問題です．今の健康セン
ターは社区が場所を提供してくれています(水道，電気代込み)．60 歳以上の高齢者に我々


















































                                                   



















 第 1 に，資金面では，政府の支援がなお不可欠である．アンケート調査から団体活動資
金の由来を見ると，政府からの支援に多かれ少なかれ頼っている団体が多い．どのような
支援が必要であるのか，資金援助が 167 件で 81.5％を占めている．「政府への要望」の自由
記述では，「政府の資金援助」がもっとも多く 47 件であった． 









































































































































































1970 年代までに計画物資として計画当局が配分していた物資の数は，旧ソ連では 6 万品目






































































































































































































































































































































































































































































 中国語原語 本論の訳語 説明・備考 


























 社会组织 社会組織 2005 年前後「民間組織」の代わりに「社会組織」
が一斉に使われるようになった． 









































 政社分开 政社分離 「政社分離」とは，政府が社会組織に対して，
人事権，財政権などのコントールから手を放し，
社会組織に一定の主導権を与えることである． 
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A ある      B なし 
 
２．貴組織の属性を教えてください． 
A 社会団体 B 民弁非企業単位 C 基金会 D 企業 





































A 専属(フルタイム)スタッフ  ＿＿＿＿人 
B 専属スタッフの内，有資格者 ＿＿＿＿＿人 
C 兼職スタッフ ＿＿＿＿＿＿人 
D ボランティア ＿＿＿＿＿＿人 
 
９．貴組織のスタッフの学歴を教えてください． 
A 中卒以下 ＿＿＿＿＿人 
B 高校あるいは専門学校卒 ＿＿＿＿＿＿＿人 
C 短大または大卒 ＿＿＿＿＿＿＿＿人 
D 修士以上 ＿＿＿＿＿＿＿人 








A 正式な組織定款     あり    なし 
B 理事会         あり    なし 
C 年次毎に会計審査    あり    なし 
D 政府により設立     あり    なし 
 
１２．貴組織の活動経費の調達源およびその比例を教えてください． 
A 政府（直接補助，委託方式など）     あり（比例＿＿＿＿％） なし 
B 社会組織，基金会からの援助       あり（比例＿＿＿＿％） なし 
C 会費または提供したサービスによる収益  あり（比例＿＿＿＿％） なし 
D 企業または社会からの寄付        あり（比例＿＿＿＿％） なし 




A 人件費および社会保険諸費用 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿％ 
B 設備（場所代，電気代など） ＿＿＿＿＿＿＿＿＿％ 
C 諸活動費用 ＿＿＿＿＿＿＿＿％   D その他 ＿＿＿＿＿＿＿％ 
 
１４．貴組織は年度計画がありますか？ 
A 1 年計画     B 5 年計画 
















































































２２．前問２１で B を選んだ組織にお尋ねします． 









契約期間：＿＿＿＿＿年＿＿＿月 から ＿＿＿＿＿年＿＿月 































件数 ％ 件数 ％
64 31.2 88 42.9
141 68.8 107 52.2














件数 ％ 件数 ％
2 1.0 1 0.5
1 0.5 1 0.5
1 0.5 1 0.5
1 0.5 1 0.5
1 0.5 1 0.5
2 1.0 1 0.5
1 0.5 9 4.4
1 0.5 1 0.5
1 0.5 1 0.5
1 0.5 1 0.5
1 0.5 2 1.0
1 0.5 2 1.0
1 0.5 1 0.5
1 0.5 1 0.5
3 1.5 1 0.5
1 0.5 1 0.5
1 0.5 1 0.5
1 0.5 1 0.5
1 0.5 1 0.5
4 2.0 2 1.0
1 0.5 1 0.5
2 1.0 13 6.3
12 5.9 1 0.5
1 0.5 1 0.5
1 0.5 1 0.5
2 1.0 1 0.5
20 9.8 2 1.0
1 0.5 1 0.5
1 0.5 1 0.5
1 0.5 1 0.5
1 0.5 3 1.5
2 1.0 16 7.8
1 0.5 1 0.5
1 0.5 1 0.5
5 2.4 3 1.5
1 0.5 1 0.5
1 0.5 1 0.5
1 0.5 3 1.5
1 0.5 1 0.5
3 1.5 1 0.5
1 0.5 3 1.5
1 0.5 10 4.9
3 1.5 1 0.5
1 0.5 1 0.5
2 1.0 2 1.0
1 0.5 1 0.5
2 1.0 1 0.5




































































































政府％ 件数 ％ 件数 ％ 寄付％ 件数 ％
0 174 84.9 110 53.7 0 111 54.1
7 1 0.5 2 1.0 5 1 0.5
10 1 0.5 4 2.0 6 1 0.5
20 2 1.0 2 1.0 10 1 0.5
35 1 0.5 2 1.0 24 1 0.5
50 3 1.5 3 1.5 28 1 0.5
80 2 1.0 1 0.5 30 2 1.0
85 1 0.5 81 39.5 40 1 0.5
100 20 9.8 50 1 0.5
60 2 1.0
100 83 40.5












件数 ％ 件数 ％
7 3.4 14 6.8
134 65.4 159 77.6
39 19.0 22 10.7
11 5.4 9 4.4
14 6.8 1 0.5




































専属（人） 件数 ％ 兼職（人） 件数 ％ 件数 ％
0 43 21.0 0 60 29.3 0 96 46.8
1 30 14.6 1 28 13.7 1 2 1.0
2 33 16.1 2 34 16.6 2 1 0.5
3 18 8.8 3 16 7.8 3 3 1.5
4 14 6.8 4 10 4.9 4 2 1.0
5 10 4.9 5 10 4.9 5 6 2.9
6 8 3.9 6 7 3.4 6 4 2.0
7 3 1.5 7 2 1.0 8 3 1.5
8 3 1.5 8 3 1.5 10 22 10.7
9 3 1.5 9 2 1.0 11 1 0.5
10 4 2.0 10 8 3.9 12 1 0.5
11 2 1.0 11 2 1.0 15 3 1.5
12 1 0.5 12 1 0.5 20 12 5.9
13 2 1.0 15 3 1.5 25 1 0.5
14 1 0.5 16 1 0.5 26 1 0.5
15 3 1.5 18 1 0.5 30 6 2.9
16 1 0.5 20 4 2.0 50 6 2.9
18 4 2.0 23 1 0.5 60 2 1.0
20 1 0.5 30 4 2.0 66 1 0.5
21 1 0.5 34 1 0.5 80 1 0.5
22 2 1.0 45 1 0.5 85 1 0.5
24 1 0.5 48 2 1.0 88 1 0.5
28 1 0.5 84 1 0.5 90 1 0.5
30 2 1.0 160 1 0.5 100 4 2.0
38 1 0.5 193 1 0.5 105 1 0.5
40 2 1.0 225 1 0.5 110 2 1.0
48 1 0.5 120 3 1.5
55 2 1.0 130 1 0.5
60 2 1.0 150 1 0.5
70 1 0.5 156 2 1.0
75 1 0.5 160 1 0.5
80 1 0.5 200 3 1.5
90 1 0.5 300 4 2.0
150 1 0.5 320 1 0.5
176 1 0.5 400 2 1.0
470 1 0.5
800 2 1.0
合計 205 100.0 合計 205 100.0 合計 205 100.0
ボランティア（人）
９．スタッフの学歴
0人 199 97.1 154 75.1 5 2.4 138 67.3 183 89.3
1～10人 6 2.9 46 22.4 117 57.1 47 22.9 17 8.3
11～30人 0 0.0 5 2.4 52 25.4 12 5.9 5 2.4
31～50人 0 0.0 0 0.0 11 5.4 5 2.4 0 0.0
51～100人 0 0.0 0 0.0 7 3.4 2 1.0 0 0.0
100人～ 0 0.0 0 0.0 13 6.3 1 0.5 0 0.0
合計 205 100.0 205 100.0 205 100.0 205 100.0 205 100.0
％人数 海外より
帰国








人民元 件数 ％ 人民元 件数 ％
0 30 14.6 2849 1 0.5
300 1 0.5 2850 1 0.5
1000 3 1.5 3000 45 22.0
1100 1 0.5 3500 9 4.4
1200 3 1.5 3560 1 0.5
1500 10 4.9 3600 2 1.0
1600 1 0.5 3700 1 0.5
1700 1 0.5 3800 1 0.5
1800 3 1.5 4000 13 6.3
2000 23 11.2 4500 1 0.5
2200 1 0.5 5000 9 4.4
2300 4 2.0 6000 2 1.0
2400 2 1.0 8000 1 0.5
2500 25 12.2 計 203 99.0
2700 2 1.0 無回答 2 1.0
2800 6 2.9 合計 205 100.0
１０．スタッフの平均月収
件数 ％ 件数 ％
あり 200 97.6 あり 186 90.7
なし 2 1.0 なし 14 6.8
無回答 3 1.5 無回答 5 2.5
合計 205 100.0 合計 205 100.0
件数 ％ 件数 ％
あり 168 82.0 はい 140 68.3
なし 28 13.7 いいえ 46 22.4
無回答 9 4.4 無回答 19 9.3
合計 205 100.0 合計 205 100.0
11-1．団体定款の有無 11-2．理事会の有無
11-3．財務状況の審査 11-4．政府の下で設立した
％ 件数 ％ ％ 件数 ％ ％ 件数 ％
0 72 35.1 0 169 82.4 0 126 61.5
1 1 0.5 1 1 0.5 1 3 1.5
2 2 1.0 2 1 0.5 2 2 1.0
5 2 1.0 5 2 1.0 3 1 0.5
7 1 0.5 10 4 2.0 5 2 1.0
10 13 6.3 15 2 1.0 8 1 0.5
15 3 1.5 20 8 3.9 10 10 4.9
20 19 9.3 30 3 1.5 15 3 1.5
25 2 1.0 35 1 0.5 20 4 2.0
30 9 4.4 40 1 0.5 30 2 1.0
32 1 0.5 50 4 2.0 35 1 0.5
40 6 2.9 53 1 0.5 40 3 1.5
50 7 3.4 60 2 1.0 50 5 2.4
60 4 2.0 65 1 0.5 60 3 1.5
70 2 1.0 75 2 1.0 70 3 1.5
75 1 0.5 85 1 0.5 75 2 1.0
80 8 3.9 87 1 0.5 80 8 3.9
90 11 5.4 100 1 0.5 90 4 2.0










％ 件数 ％ ％ 件数 ％ ％ 件数 ％
0 143 69.8 0 159 77.6 0 170 82.9
2 3 1.5 1 3 1.5 2 1 0.5
3 1 0.5 2 1 0.5 5 2 1.0
3 1 0.5 3 2 1.0 10 1 0.5
5 6 2.9 5 2 1.0 20 2 1.0
10 11 5.4 10 5 2.4 50 4 2.0
12 1 0.5 15 1 0.5 55 1 0.5
15 1 0.5 20 5 2.4 60 3 1.5
20 10 4.9 30 2 1.0 68 1 0.5
30 2 1.0 34 1 0.5 95 2 1.0
40 1 0.5 40 1 0.5 100 16 7.8
50 4 2.0 50 5 2.4 無回答 2 1.0
55 1 0.5 60 1 0.5
60 3 1.5 70 5 2.4
70 1 0.5 80 2 1.0
80 5 2.4 90 2 1.0
85 1 0.5 100 8 3.9
90 3 1.5
100 7 3.4






％ 件数 ％ ％ 件数 ％ ％ 件数 ％
0 37 18.0 0 24 11.7 0 8 3.9
3 1 0.5 1 3 1.5 4 1 0.5
5 1 0.5 2 1 0.5 5 2 1.0
7 1 0.5 3 1 0.5 10 22 10.7
8 2 1.0 3 1 0.5 12 1 0.5
10 13 6.3 4 1 0.5 15 2 1.0
14 1 0.5 5 34 16.6 20 18 8.8
15 5 2.4 8 1 0.5 25 6 2.9
20 13 6.3 9 1 0.5 27 1 0.5
23 1 0.5 10 57 27.8 30 19 9.3
25 2 1.0 15 10 4.9 35 4 2.0
26 1 0.5 20 36 17.6 38 1 0.5
26 1 0.5 20 1 0.5 40 10 4.9
30 25 12.2 25 4 2.0 45 2 1.0
31 1 0.5 30 19 9.3 47 1 0.5
35 1 0.5 35 1 0.5 50 24 11.7
40 21 10.2 40 4 2.0 52 1 0.5
44 1 0.5 50 2 1.0 55 2 1.0
45 3 1.5 55 1 0.5 60 16 7.8
50 21 10.2 60 2 1.0 65 1 0.5
55 1 0.5 80 1 0.5 66 1 0.5
60 25 12.2 67 2 1.0
62 1 0.5 69 1 0.5
65 1 0.5 70 9 4.4
70 13 6.3 75 1 0.5
80 10 4.9 79 1 0.5
85 1 0.5 80 15 7.3











件数 ％ 件数 ％
105 51.2 11 5.4
80 39.0 37 18.0
4 2.0 119 58.0
16 7.8 36 17.6














































件数 ％ 件数 ％
24 11.7 4 2.0
5 2.4 1 0.5
1 0.5 2 1.0
10 4.9 1 0.5
28 13.7 2 1.0
19 9.3 4 2.0
5 2.4 2 1.0
11 5.4 4 2.0
1 0.5 5 2.4
2 1.0 1 0.5
6 2.9 1 0.5
5 2.4 1 0.5
5 2.4 3 1.5
6 2.9 2 1.0
9 4.4 1 0.5
1 0.5 2 1.0
1 0.5 30 14.6
205 100.0
18-2．2番目に重要なプロジェクト
件数 ％ 件数 ％
11 5.4 2 1.0
4 2.0 10 4.9
2 1.0 1 0.5
8 3.9 6 2.9
13 6.3 1 0.5
16 7.8 1 0.5
5 2.4 1 0.5
1 0.5 3 1.5
1 0.5 8 3.9
1 0.5 2 1.0
1 0.5 3 1.5
5 2.4 1 0.5
1 0.5 1 0.5
1 0.5 1 0.5
1 0.5 2 1.0
3 1.5 3 1.5
7 3.4 1 0.5











































































回数 件数 ％ 回数 件数 ％
0 64 31.2 9 2 1.0
1 48 23.4 10 3 1.5
2 36 17.6 12 1 0.5
3 15 7.3 13 1 0.5
4 13 6.3 15 1 0.5
5 7 3.4 16 1 0.5
6 5 2.4 22 1 0.5
7 4 2.0 50 2 1.0
8 1 0.5
205 100.0
開始年度 件数 ％ 終了年度 件数 ％
2000年 1 0.7 2007年 1 0.7
2007年 2 1.4 2011年 3 2.1
2008年 3 2.1 2012年 1 0.7
2010年 5 3.5 2013年 10 7.1
2011年 5 3.5 2014年 10 7.1
2012年 9 6.4 2015年 22 15.6
2013年 13 9.2 2016年 44 31.2
2014年 20 14.2 2017年 40 28.4
2015年 34 24.1 2018年 2 1.4
2016年 43 30.5 2019年 2 1.4
2017年 6 4.3 2030年 1 0.7






人民元 件数 ％ 人民元 件数 ％ 人民元 件数 ％
0 6 4.3 40000 2 1.4 190000 1 0.7
5 1 0.7 41000 1 0.7 200000 3 2.1
3000 1 0.7 46000 1 0.7 220000 1 0.7
5000 3 2.1 49600 1 0.7 250000 1 0.7
5400 1 0.7 50000 28 19.9 300000 1 0.7
8000 1 0.7 52000 1 0.7 400000 1 0.7
10000 2 1.4 60000 7 5 420000 1 0.7
12000 2 1.4 80000 6 4.3 480000 1 0.7
15000 3 2.1 90000 1 0.7 560000 1 0.7
17000 1 0.7 90900 1 0.7 720000 1 0.7
18000 1 0.7 95000 1 0.7 850000 1 0.7
20000 11 7.8 96000 1 0.7 1316621 1 0.7
23000 1 0.7 99000 2 1.4 2000000 1 0.7
25000 1 0.7 100000 11 7.8 4000000 1 0.7
30000 14 9.9 110000 1 0.7 6000000 1 0.7
35000 1 0.7 130000 1 0.7 8000000 1 0.7
35700 1 0.7 150000 3 2.1 63000000 1 0.7
合計 141 100.0
20-3．購買サービスの受益者数 20-4．購買サービスの情報取得方法
人数 件数 ％ 件数 ％
10人以下 66 46.8 政府から 93 66.0
11～19人 27 19.1 コミュニ 7 5.0
20～29人 12 8.5 友人、同 11 7.8
30～49人 10 7.1 マスコミ経 2 1.4
50～99人 6 4.3 インタネッ 22 15.6
100～199人 9 6.4 SNS 4 2.8
200～299人 3 2.1 その他 1 0.7
300人 2 1.4 無回答 1 0.7











件数 ％ 件数 ％
76 53.9 20 9.8
27 19.1 4 2.0
38 27.0 7 3.4












件数 ％ 年度 件数 ％
2 1.6 2016年度 10 8.2
2 1.6 2017年度 91 74.6
2 1.6 2018年度 5 4.1
1 0.8 2019年度 3 2.5
3 2.5 2021年度 1 0.8
5 4.1 2030年度 1 0.8
87 71.3 2042年度 1 0.8
17 13.9 0
3 2.5 未定 10 8.2













人民元 件数 ％ 人民元 件数 ％ 人民元 件数 ％
2000 1 0.8 48000 1 0.8 200000 1 0.8
5000 1 0.8 49000 1 0.8 260000 1 0.8
5600 1 0.8 49600 1 0.8 300000 2 1.7
8000 1 0.8 50000 17 14.3 370000 1 0.8
10000 2 1.7 52000 1 0.8 400000 1 0.8
12000 1 0.8 60000 8 6.7 420000 1 0.8
15000 2 1.7 78000 1 0.8 500000 1 0.8
20000 5 4.2 80000 3 2.5 560000 1 0.8
23000 1 0.8 90000 1 0.8 1000000 1 0.8
30000 10 8.4 95000 1 0.8 1100000 1 0.8
35000 2 1.7 98000 2 1.7 1200000 2 1.7
40000 1 0.8 99000 2 1.7 1316621 1 0.8
41000 1 0.8 99800 1 0.8 1480000 1 0.8
45000 1 0.8 100000 16 13.4 1800000 1 0.8
46000 1 0.8 120000 2 1.7 3000000 1 0.8
150000 4 3.4 8000000 1 0.8



















人数 件数 ％ 人数 件数 ％
10人以下 10 8.4 1200人 1 0.8
11～50人 21 17.6 1500人 4 3.4
51～100人 11 9.2 1800人 1 0.8
101～150人以下2 1.7 2000人 2 1.7
151～200人以下3 2.5 2100人 1 0.8
201～300人以下14 11.8 3000人 1 0.8
300人 2 1.7 4000人 1 0.8
400人 4 3.4 5000人 2 1.7
500人 12 10.1 7000人 1 0.8
600人 4 3.4 8500人 1 0.8
700人 1 0.8 8800人 1 0.8
800人 2 1.7 25000人 1 0.8











件数 ％ 件数 ％
167 81.5 16 7.8
2 1.0 2 1.0
22 10.7 102 49.8
7 3.4 50 24.4
5 2.4 29 14.1
2 1.0 5 2.4
1 0.5


















1999 年 4 月 財政部『政府采購管理暫行弁法』 
 7 月 財政部『政府采購招標投標管理暫行弁法』 
  財政部『政府采購合同監督暫行弁法』 
 8 月 全国人民代表大会常務委員会主席令 9 届第 21 号『招標投標法』 
 9 月 中央第 15 届 4 中全会で「中共中央関与国有企業改革和発展若干重大問
題的決定」を採択 
  国務院常務会議で「城市住民最低生活保障条例」採択 
 12 月 マカオが中国に返還，マカオ特別行政区成立 
2000 年 7 月 江沢民広東視察中，共産党を「三個代表」（三つの代表）と 
位置づけ提起 
2001 年 3 月 国務院転発公安部『関与推進小城鎮戸籍管理制度改革的意見』 
  中国 WTO に加入 
2002 年  胡錦濤が第一総書記に就任 
 6 月 第９届全国人民代表大会常務委員会第２８回会議で通過『政府采購法』 
 12 月 全人代常務委員会「民弁教育促進法」を採択 
2003 年 3 月 『国務院弁公庁関与印発中央予算単位 2003 年政府集中采購目録 
及標準的通知』 
 7 月 重要思想学習貫徹理論シンポジウムで胡錦濤が「三つの代表は
マルクス主義の中国化」と協調 
 8 月 『国務院弁公庁転発財政部関与全面推進政府采購制度改革意見
的通知』 
2004 年 1 月 胡錦濤「小康社会」の全面的実現を呼びかけ 
  『国務院関与推進資本市場改革開放和穏定発展的若干意見』 
 3 月 『中華人民共和国民弁教育促進法実施条例』 
  『基金会管理条例』 
 4 月 『国務院弁公庁関与印発中央予算単位 2004 年政府集中采購目録及標準 
的通知』 
 6 月 『国務院関与修改「事業単位登記管理暫行条例」的決定』 




 9 月 『国務院弁公庁関与開展整頓和規範市場経済秩序督査工作的通知』 
  第 16 届四中全会で，共産党が「和諧社会の建立」のスローガン 
2005 年 9 月 『国務院弁公庁転発民政部等部門関与加理工作意見的通知』 
  『国務院弁公庁転発民政部等部門関与加強行政区域界線管理工作意見
的通知』 
 10 月 『国務院関与加強国民経済和社会発展規画編制工作的若干意見』 
 11 月 『国務院関与編制 2006 年中央予算和地方予算的通知』 
  中国人口が１３億人に達し 
2006 年 2 月 『国務院弁公庁関与成立国務院城市社区衛生工作領導小組的通知』 
 3 月 『国務院弁公庁関与印発中央予算単位 2006 年政府集中采購目録及標準
的通知』 
 4 月 『国務院関与加強和改進社区服務工作的意見』 
 8 月 財政部，国家発改委，衛生部『関与城市社区衛生服務補助政策的意見』 
 10 月 『国務院批転労働和社会保障事業発展「十一五」規画綱要的通知』 
  中共 16 届 6 中全会『中共中央関与加強党的執政能力建設的決定』 
2007 年 5 月 『国務院弁公庁関与印発中央予算単位 2007-2008 年政府集中采購目録
及標準的通知』 
 6 月 『国務院弁公庁関与認真学習貫徹「行政機関公務員処分条例」的通知』 
 7 月 『国務院弁公庁関与建立政府強制采購節能産品制度的通知』 
 12 月 『国務院関与促進資源型城市可持続発展的若干意見』 
2008 年  北京オリンピック 
 3 月 『国務院関与加快発展服務業若干政策措施的実施意見』 
 4 月 『国務院弁公庁関与成立第二次全国経済普査領導小組的通知』 
 12 月 『国務院弁公庁関与印発中央予算単位 2009-2010 年政府集中采購目 
録及標準的通知』 
2009 年 4 月 『国務院弁公庁関与進一歩加強政府采購管理工作的意見』 
 5 月 『流動人口計画生育条例』 
 9 月 『国務院関与開展新型農村社会養老保険試点的指導意見』 
  『国務院弁公庁関与促進服務外包産業発展問題的復函』 




2010 年  上海万博 
 3 月 『国務院関与落実「政府工作報告」重点工作部門分工的意見』 
 5 月 『国務院批転発展改革委関与 2010 年深化経済体制改革重点工作意見的
通知』 
 11 月 『国務院弁公庁転発発展改革委衛生部等部門関与進一歩鼓励和 
引導社会資本挙弁医療機構意見的通知』 
2011 年 12 月 『国務院弁公庁関与印発中央予算単位 2011-2012 年政府集中采購及標
準的通知』 
  『国務院弁公庁関与印発社会養老服務体系建設規画(2011-2015 年)的 
通知』 
  『国務院弁公庁印発社区服務体系建設規画(2011-2015 年)的通知』 
  『中華人民共和国招標投標法実施条例』 
2012 年  習近平，党総書記と党中央軍事主席に就任 
 3 月 『国務院批転発展改革委関与 2012 年深化経済体制改革重点工作意見的
通知』 
 9 月 『国務院関与進一歩加強和改進生活保障工作的意見』 
 12 月 『国務院弁公庁関与印発中央予算単位 2013-2014 年政府集中采購買目
録及標準的通知』 
  国務院『服務業発展「十二五」規画』 
2013 年 3 月 『国務院弁公庁関与実施「国務院機構改革和職能転変方案」任務分工的
通知』 
 5 月 『国務院批転発展改革委関与 2013 年深化経済体制改革重点工作意見的
通知』 
 7 月 『国務院関与廃止和修改部分行政法規的決定』 
 9 月 『国務院弁公庁関与政府向社会力量購買服務的指導意見』 
 11 月 中共第 18 届中央委員会第 3 次全体会議通過 
  『中共中央関与全面深化改革若干重大問題的決定』 
 12 月 財政部『関与做好政府購買服務工作有関問題的通知』 
  『国務院関与管理公開募集基金的基金管理公司有関問題的批復』 
2014 年 1 月 財政部『関与政府購買服務有関予算管理問題的通知』 
185 
 
 2 月 『社会救助暫行弁法』 
 3 月 『国務院弁公庁関与印発 2014 年政府信息公開工作要点的通知』 
  『国務院関与落実「政府工作報告」重点工作部門分工的意見』 
 4 月 財政部『関与做好政府購買残疾人服務試点工作的意見』 
  財政部『関与推進和完善服務項目政府采購有関問題的通知』 
  『国務院批転発展改革委関与 2014 年深化経済体制改革重点任務意件的
通知』 
 5 月 『国務院関与進一歩促進資本市場健康発展的若干意見』 
 6 月 『国務院関与促進市場公平競争維持市場正常秩序的若干意見』 
  『国務院関与対穏増長促改革調結構恵民生政策措置落実状況開展全面
監督的通知』 
 7 月 『国務院弁公庁関与政府向社会力量購買服務的指導意見』 
  『国務院関与進一歩推進戸籍制度改革的意見』 
 8 月 財政部，発展改革委，民政部，全国老齢弁『関与做好政府購買養老服務
工作的通知』 
 9 月 『国務院関与加強地方政府性債務管理的意見』 
 10 月 『国務院関与取消和調整一批審批項目等事項的決定』 
 11 月 『国務院弁公庁関与進一歩動員社会各方面力量参与扶貧開発的意見』 
  『国務院関与促進慈善事業健康発展的指導意見』 
  財政部，民政部『関与支持和規範社会組織承接政府購買服務的通知』 
 12 月 財政部，民政部，工商総局『政府購買服務管理弁法（暫行）』 
  財政部『政府采購競争性磋商采購方式管理暫行弁法』 
2015 年 1 月 『国務院関与機関事業単位工作人員養老保険制度改革的決定』 
  財政部『中華人民共和国政府采購法実施条例』 
 3 月 『国務院関与落実「政府工作報告」重点工作部門分工的意見』 
 4 月 『国務院弁公庁関与印発 2015 年政府信息公開工作要点的通知』 
 5 月 文化部，財政部，新聞出版広電総局，体育総局『関与做好政府
向社会力量購買公共文化服務工作的意見』 
  『国務院批転発展改革委関与 2015 年深化経済体制改革重点工作意見 
的通知』 






 6 月 『国務院弁公庁関与加快推進「三証合一」登記制度改革的意見』 
 7 月 『国務院弁公庁関与全面実施城郷居民大病保険的意見』 
 8 月 『国務院関与印発基本養老保険基金投資管理弁法的通知』 
 10 月 『国務院関与第一批取消 62 項中央指定地方実施行政審批事項的決定』 
 11 月 『国務院関与改革和完善国有資産管理体制的若干意見』 
  財政部『関与做好行業協会商会承接政府購買服務工作有関問題的通知』 
  『居住証暫行条例』 
  『国務院弁公庁関与優化公共服務流程方便基層群衆弁事創業的通知』 
 12 月 『国務院弁公庁関与印発国務院部門権力和責任清単編制試点法案的 
通知』 
  一人っ子政策緩和 
2016 年 2 月 『国務院関与第二批 152 項中央指定地方実施行政審批事項的決定』 
  『国務院関与取消 13 項国務院行政許可事項的決定』 
  財政部，交通運輸部『関与推進交通運輸領域政府購買服務的指導意見』 
 3 月 『全国社会保障基金条例』 
  『国務院批転国家発展改革委員会関与 2016 年深化経済体制改革重点工
作意見的通知』 
  財政部，交通部『関与推進交通運輸領域政府購買服務的意見』 
 4 月 『国務院弁公庁関与印発 2016「政府工作報告」量化指標任務分工的通
知』 
 5 月 『国務院関与印発 2016 年推進簡政放権管結合優化服務改革工
作的通知』   
  『国務院関与在市場体系建設中建立公平競争審査制度的意見』 
  『国務院関与成立政府購買服務改革工作領導小組的通知』 
2016 11 月 財政部『関与做好事業単位政府購買含む改革工作的意見』 
2017 1 月 財政部，民政部『関与通過政府購買服務支持社会組織培育発展
的指導意見』 
 5 月 財政部『関与堅持制止地方以政府購買服務名義違法違規融資的
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通知』（財予 2017.87 号） 
 7 月 共産党青年団，民政部，財政部『関与做好政府購買青少年社会
工作服務的意見』 
 9 月 民政部，財政部，人力資源社会保障部『関与積極推行政府購買
服務，加強基層社会救助経弁服務能力的意見』 
 10 月 共産党第 19 回全国代表大会 
 
